
Q&A

項番 項目 質問内容 回答

1 目的
『～中小企業者等～』とありますが、例えば個人事業者や研究機関、組

合、NPO法人等も含みますか？その範囲を教えてください。
各都道府県協会で対象となっている中小企業者等の範囲と同様です。

2 目的 複数の地域支援機関とはどのような機関を想定していますか？
都道府県協会のほか工業技術センター等の技術支援機関、商工会・商工会議所、地域

金融機関、大学・教育機関など、中小企業等を支援する機関を想定しています。

3 目的 地域課題とは各地域の課題と考えて良いでしょうか?

地域によって多様で複雑な課題があると考えます。例えば若年層の流出に伴う公共

サービスの低下などの課題が考えられます。それぞれの地域の課題に応じた課題設定

をしていただいて構いません。

4 目的
都道府県からの補助金が打ち切られる場合、本基金の目的に合致していれ

ば以前からの支援事業の衣替えでも本基金の活用は可能ですか？

原則として衣替えは認められません。ただし、問題意識・目的意識を明確にした上で

本事業の目的に合っていれば対象となります。

5 目的
継続して事業を行いたいと考えているため、毎年同じ事業内容での申請でも

問題ないでしょうか？

本事業の目的、対象者、対象とする取組に合致した計画であれば、毎年同じ事業内容

での申請でも問題ありません。ただし、事業実施段階でPDCAを繰り返し、より良い

事業とするよう努めてください。一方、複数年度に亘る事業計画も対象となりますの

で、実施都道府県協会の実情にもよりますが検討することも一案ではないかと考えま

す。

6 目的
今年度予算に計上し、既に申込や公募等を行っている事業は対象になりま

すか？

7 目的
当事業の対象として支援事業の事前着手を認めてもらえますか？また、既

に着手している案件についても助成を受けられますか？

8 A事業

A事業①新事業展開等助成金交付事業ですが、中小企業者等及び創業者等へ

の助成額、助成率、対象者等の事業設計については、各都道府県協会で定

めたもので良いですか？

本事業の目的に合致した計画であれば、都道府県協会で定めた支援事業の対象や支援

範囲の事業計画が本事業の対象になります。

9 A事業
支援企業に講師派遣や専門家の活用を助成する場合、企業への助成率は県

協会で決めて良いですか？

個別に助成する場合の助成率等は県協会で決めてください。全国協会で査定すること

はありません。

10 A事業 A事業の①と②は同時に申請しても問題ありませんか？ 問題ありません。

11 A事業
A事業②の『商談会・展示会の開催、出展』で、他機関の商談会、展示会に

参加しても良いですか？

都道府県協会が他機関で実施している商談会、展示会でのブース等を確保し、地元中

小企業者等の参加を支援する事業などは対象とすることができます。

12 B事業 B事業はA事業をするためのAありきのBなのでしょうか？

B事業では、これまでの支援先ではない支援先を探したい、新たな支援手法を試して

みたいなど中小企業者等の新事業展開・地域課題解決の取組をより一層促進するため

に活用していただくことを目的としています。必ずしもA事業に繋げることを求めて

いませんが、B事業の成果を活用してA事業に繋げていただくのが理想です。

13 B事業 B事業は他の事業とのタイアップが可能ですか？
A事業と同じく、国や国の関係機関からの補助を受けている事業は対象となりませ

ん。

14

助成対象

事業者

交付規程では「中小企業者等」が助成対象者と規定されていますが、農業

法人は対象になりますか？

また、医療法人は対象になりますか？

株式会社、有限会社である農業法人、個人農家は対象になります。具体的には、中小

企業基本法の中小企業者が対象になります。

また、医療法人は対象外になりますが、個人開業医は対象になります。

なお、中小企業者の要件には、資本金と従業員数もありますので、ご注意ください。

何れの場合も、以下の中企庁HPに掲載していますのでご参照ください。

https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.html#q6

15
助成対象

経費

地域中小企業の雇用者支援制度において、採用者の奨学金を代位弁済をし

ていますが、助成対象なりますか？

助成対象として問題ありません。

16
助成対象

経費

２．助成対象事業に『経費の一部』とありますが、助成金に占める管理費

の割合はどの程度ですか？

助成対象経費については、基本的には事業に必要な経費の積上げです。管理費につい

ても事業推進に必要な経費（人件費含む）として合理的な積算となっていれば対象と

なります。

17
助成対象

経費
経費の証憑としては何が必要ですか？

別途必要な証憑等を記載した事務要領を配布しますが、基本的に各都道府県協会の規

程に沿った経理を行ってください。また、経済産業省の『委託事業事務処理マニュア

ル』も参考にしてください。

18
助成対象

経費

経費の流用はどの程度認められますか？また、流用の際変更計画書は必要

ですか？

事業計画に変更があり経費が変わる場合には、変更計画書の提出が必要ですが、支出

区分の１０％以内の配分変更は変更の承認を必要としません。ただし、人件費への配

分変更は除きます。

19
助成対象

経費
旅費・交通費に日当、公用車のガソリン代は含みますか？

各都道府県協会の旅費支給の規程に従います。そのため、規程の提出をお願いしま

す。

20
助成対象

経費

A事業②もしくはB事業を使って新たな販路開拓の取組を行う際に、都道府

県協会が事務局として同行する経費や、当該取組の事前調整(事業計画採択

前）を行うための旅費は助成対象となりますか？

都道府県協会の職員の方が本事業の実施に必要な旅費は対象になりますが、事業計画

採択前の旅費等の経費は対象とすることはできません。

本事業の対象とすることはできません。

https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.html#q6
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項番 項目 質問内容 回答

21
助成対象

経費
助成対象とならない新幹線、飛行機の座席クラスはありますか？

・グラングラス、ファーストクラス等の最上位の座席は助成対象外の扱いとします。

・なお、グリーン席、ビジネスクラスについては、実施協会の旅費等の規程において

利用可能であるなら、助成対象経費にすることは可能です。

（ファーストクラスを使用した場合、規定があればビジネスクラス分の料金を助成金

で支払うことは可能です。）

22
助成対象

経費
昼食、懇談、懇親費用は助成対象になりますか？

・昼食代は委託事業事務処理マニュアル（P19）において、次のとおりですが、助成

対象は、委員に任命された者（都道府県職員、協会役員を含む。）に限ります。事務

局の昼食代は対象になりません。

「午前から午後にわたり会議を開催しなければならない場合に限り支出でき、その額

は千円～二千円程度を目安とします。」

・また、親睦や慰労が目的となる懇談会、懇親会は、何れも助成金の対象外となりま

す。この扱いは海外招聘者との懇談等についても同様です。

・なお、会議等で飲酒の提供を行った場合、会議費用全て助成対象外とします（借

料・会議費、謝金、旅費交通費等の関連経費全てを助成対象外とします。会議の後に

引き続き懇親会等を実施する場合は、時間（議事録）、費用（領収書）、場所（会

場）を完全に切り分けて実施ください。）

23
助成対象

経費
展示会等を行う場合、助成対象となる費用は何ですか？

・展示会等における助成対象費用は、基本的費用に限ります。かつ、募集要領、選考

基準等において、主催の都道府県協会が負担を明記している費用に限ります。

・例えば出展ブース費用、ブース装飾費用、全出展者が公平負担する電気料金等が助

成対象に該当し、出展者の一部に発生する費用、公平負担にならない費用（区画按分

等によらない費用）は助成対象外になります。

・また、展示品は出展者が用意することになります。

・加工費（組込み品、カットモデル等製作費）は助成対象外になります。

24
助成対象

経費
展示会等で配布する粗品はどのようなものが助成対象になりますか？

・助成対象となる粗品は、都道府県協会が一括して調達する場合に限り、展示会場等

で明確な使用目的がある安価な次の商品に限ります。

・粗品の配布は、販路拡大展示等、不特定多数の関係者が参加するイベント事業に限

定し、商品説明、名刺交換、アンケート記入等を前提に実施させてください。

①パンフレット等を入れるための袋

②配布パンフレット等に利用するクリアファイル、付箋

③アンケート等記入用の筆記具

④来場者の感染予防、熱中症予防の商品

（飲料は水とお茶に限ります。）

25
助成対象

経費
商談会等における謝礼品、お土産等は助成対象になりますか？ ・上記、No24以外、助成対象にはなりません。

26
助成対象

経費

域内工芸品、工業製品等の紹介に用いる展示品の買取費用は助成対象にな

りますか？
・展示商品の買い取り費用は助成対象外になります。

27
助成対象

経費

販路拡大のために行う食品、飲料（酒類を含む。）の品評会（予め選定し

た特定の評価者を対象として行う食品等の評価事業）は助成対象になりま

すか？

また、品評会での試味、テイスティングに用いる消耗品は助成対象になり

ますか？

・基本的経費は助成対象ですが、実施要領等において主催の都道府県協会が負担を明

記している費用に限ります。

・例えば会場借料、備品類の借料、全出品者が公平負担する光熱水費等が助成対象に

該当し、出品者の一部に発生する費用、公平負担にならない費用は助成対象外になり

ます。

・また、評価者・アドバイザー等に要する費用（謝金、旅費等）は助成対象になりま

す。

・評価のための試味、テイスティングに用いる消耗品も助成対象になります。

・飲食品の品評会を実施する場合は、単なる食事会に留まらないよう、審査委員会等

が対象食品をアドバイスし、評価する仕組みを取り入れてください。

・なお、試食会でアルコールを提供する場合は、助成対象外とします。

28
助成対象

経費

食品展示会（不特定多数を相手とする催事）での試食、試飲を行う場合、

容器等の消耗品は助成対象になりますか？

・試食、試飲に用いる消耗品（プラカップ・容器、割り箸、爪楊枝、等）は助成対象

外になります。
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項番 項目 質問内容 回答

29
助成対象

経費

助成業務で使用する机、椅子、ラック、パソコン等は助成対象になります

か？

・原則として、就業者の職務環境を整備するのは雇用主の義務ですので、助成対象と

なるのは、新たに行う助成事業に必要なこと（助成事業の著しい拡大を含む。）、当

該助成事業に専ら専用使用することが前提になります。

・購入は不可とします（助成事業完了後も使用し続けることになるため。）。

・リースかレンタルであれば助成対象になります。

・ただし、この場合、助成事業に使用した期間分の額が助成対象になります

・なお、上記の場合、賃貸借の契約日が助成事業開始前（交付決定日前）になってい

る場合は、助成対象になりませんのでご注意下さい。（交付決定日前の契約は対象外

です。）

30
助成対象

経費
専任者採用のための準備費用（面接諸経費）は助成対象になりますか？

会場借料等を助成対象とすることは可能です。ただし契約と実施日が助成期間内であ

ることが前提になります。

31
助成対象

経費
補助員人件費と雑費は具体的にどのような経費を対象としますか？

補助員人件費は、本助成事業を行うために必要な業務を補助するため雇い入れた者

（派遣、パート、アルバイト、通訳、翻訳等）の賃金等を対象とします。雑費は、展

示会等で使用した法被のクリーニング代等の他の経費項目に当てはまらない経費を対

象としています。

32
助成対象

経費
本事業に使用する封筒への印刷はどの経費項目になりますか？

本助成事業のみに使用する封筒への印刷に要する経費は印刷製本費とし、本助成事業

と他の事業で使用する封筒への印刷に要した経費を按分した経費は消耗品費としてく

ださい。

33
助成対象

経費

『事業の実施に必要な人件費』とは都道府県協会の職員人件費を含みます

か？

本事業の事業実施に必要な都道府県協会の職員の人件費も対象とできます。実績確認

には、従事した時間、業務内容等が確認できる日報等が必要となります。

34
助成対象

経費

助成事業に従事する職員の人件費で支払う健康診断費は助成対象になりま

すか？

・都道府県協会が受診者個人に健康診断費を支払う場合は、福利厚生費用となるため

助成対象外になります。（助成金は福利厚生に助成するものではないため。）

35
助成対象

経費
事業の一部を外部委託する場合に、制約はありますか？

助成金交付実施要領第10（８）では、「本事業の実施を外部に委託する場合にあって

は、原則として助成事業に要する経費（総事業費）の５０％を超えないこと。５０％

を超える場合は、事業実施体制及びその必要性について事業計画書上で説明するこ

と。」とあります。

36
助成対象

経費
システムの開発、改修、運用、保守に係る経費は助成対象になりますか？

システムの開発、改修に係る費用は助成対象になりますが、保守に係る費用は対象外

になります。運用に係る費用は、当該システムの開発、改修を行った年度内の試験運

用期間に限り助成対象になります。

37 助成金額 A事業の助成金の上限はありますか？

A事業の助成金の上限はありませんが、助成金の申請総額が単年度の助成事業規模を

超えた場合は、全国協会の管理事業費及びＢ事業の助成金申請額を除きA事業の申請

者の助成金申請額を調整し減額します。

38 助成金額 助成金は使い切り型ですか？ 助成金は基金型ではなく、使い切り型です。

39 助成金額 都道府県協会毎の助成金の予算規模はありますか？ ありません。

40 助成金額
『助成対象経費の1/2以内』とありますが、助成金額以外の財源はどの様な

財源ですか？

助成金額を除く残りの１／２の財源は、各都道府県協会の自主性に委ねます。ただ

し、国や国の関係機関からの補助を受けている事業を対象としないことは公募要領の

とおりです。

41 助成金額
本事業の助成対象経費１/２負担に関して交付税措置等、都道府県向けの財

源措置の動きはありますか？
財源措置の動きはありません。

42 助成金額
助成金は『助成対象経費の1/2以内』とありますが、助成金以外の残りの助

成対象経費には、支援する企業からの負担分を充当しても良いですか？

助成金交付実施要領第３．（３）では『本事業に係る経費を負担できること。』とし

ています。支援企業からの負担金は不確定要素が含まれますので、１/２の財源とし

ては認められません。例えば展示会出展支援事業を実施する際の出展者から出展料

等、支援事業の対象者から事業に係る負担金を徴収する場合にあっては、支援事業実

施に必要な事業費から負担金相当額を控除した額の 1 /2が当協会からの助成金とな

ります。ただし、支援事業対象外の経費に支援対象者からの負担金を充てる場合は、

そのように経理し、申請対象経費からは除外していただくことになります。

また、広域商談会の参加県協会の参加費等負担金については、参加県協会の負担金額

が確約書類等で確保されている場合は、１/２負担金の財源に充てることはできま

す。

43 助成金額
商談会、展示会に出展する時に出展者からの負担金を出してもらうという事

は認められないのでしょうか？

展示会、セミナーの負担金を徴収することは可能ですが、不確定要素が含まれますの

で１/２財源に充てることはできません。なお、助成金の交付申請対象経費外（例え

ば、お弁当代等）に使っていただくことは可能です。

44 助成金額
A事業で２つの都道府県協会で連携して申請した場合、片方の助成金は１千

万でもう片方は３百万円ということもあり得えますか？

連携する協会間で負担割合を定める場合には、差が生じることがあります。



Q&A

項番 項目 質問内容 回答

45 助成金額

複数年度に亘る計画の助成金について、例えば１年度目の支援事業が遅れ

等で助成金交付決定額の一部が使われなかった場合、２年度目の助成金に

加えて使用することはできますか？

・１年度目の未使用分（予定額を含む。）を２年度目に活用できるのであれば、計画

を変更し活用することができます（ただし、所管する都道府県等が2年度目も1/2負担

が出来ることが前提です。）。この場合、変更申請を必要とするのは、当該年度の支

出区分の１０％を超える額を翌年度に繰り越す場合とします。

・事業計画が縮小していることが認められた場合には、事業計画の変更と既に交付し

ている助成金の減額（返還）を求めることがあります。

・増額が必要な場合や、大幅な変更を必要とする場合は、既に採択されている事業計

画を一旦終了し、助成金の清算等必要な措置を講じた後に、新たな事業計画で申請す

ることが必要となります。

46 助成金額

B事業において、助成対象経費が400万円以下とのことですが、例えば500

万円の事業を組んで400万円を限度に全国協会から助成金を受けるスキーム

で申請することはできますか？

B事業で助成を申請する場合は、対象経費を精査し400万円以下としていただき、申

請していただかないと対象とはなりません。

47 助成金額
Ｂ事業に関して、４００万円を限度として定額とありますが、定額とはどの

ような意味ですか？

Ｂ事業は、助成対象経費１００万円～４００万円までの中で事業計画を作成していた

だき、上限４００万円を限度に定額でお渡しします。１５０万円の事業であれば１５

０万円。４００万円の事業であれば４００万円です。

48 消費税
消費税に係る適格請求書発行事業者以外の者（海外事業者等）から請求が

あった消費税は、助成対象になりますか？

助成対象になる場合と、不課税になる場合があります。

海外取引の消費税は不課税となりますが、海外事業者が行う国内取引は課税取引とな

るため、海外事業者に支払う際は、所轄税務署に取引の内容を説明し、消費税の支払

い義務を確認の上でご対応ください。消費税の支払い義務が発生する場合は助成対象

になります。

49 実施期間
公募は毎年行うことになっていますが、A事業、B事業共に実施期間は複数

年度に亘ることは可能ですか？
B事業は基本的に１年であり、A事業は複数年度に亘る事業も対象となります。

50 実施期間
複数の都道府県協会が連携して申請する場合、例えば単年度と複数年度のよ

うに、事業の実施期間が異なっても良いですか？

連携事業の実施期間は一致させる必要があります（連携事業の開始と完了、双方の支

出金額の確認のため事業実施期間は一致させる必要があります。）。

51 実施期間
一申請で、例えば人材育成、開発、販路開拓の様に段階を踏んで、複数年

度に亘っても良いですか？

申請可能です。複数年度事業を行う場合、所管都道府県等が毎年度1/2負担が出来る

ことが前提になります。

52 実施期間
公募期間を前年１月～２月及び１０月～１１月としていますが、単年度事

業を実施する場合、実施期間をどう想定されていますか？

公募時期は都道府県の予算や補正予算の確定時期を想定しています。予算を確保でき

た事業計画の実施期間は事業の実施に必要な期間ですが、年度内に終了せず複数年度

に亘り申請することは可能です。（複数年度に亘る事業計画は、上記45参照。）

53 公募
公募期間はどの程度ですか？また、公募については事前に連絡をしてもらえ

ますか？

公募期間は２週間を目途とし、公募開始２週間前にホームページへの掲載、各都道府

県協会の総務宛へのメール発信、Pick Up Newsへの掲載を考えています。

54 公募 本事業の公募時期、事業開始はいつでしょうか？
公募は１月～２月頃、１０月～１１月頃の年２回行います。支援事業の事業開始は採

択の決定時期を勘案し、各都道府県協会で決定してください。

55 公募 事業計画策定にあたり、どの様に都道府県と連携すれば良いですか？

各都道府県協会が地域の実情に合わせた中小企業の活性化に、より一層取組んでもら

うために本事業を活用していただきたい。その前提として都道府県協会が取組む支援

事業計画を、協会を所管する都道府県にも理解し、協力してもらうために協会が申請

する事業計画を県が認知していることを求めたものです。

56 公募
『所管都道府県と連携して事業計画の策定を行い』とありますが、都道府

県には本事業の説明は行われていますか？

中小企業庁が毎年７～１０月頃、都道府県に重点施策の情報発信をするとしていま

す。

57 公募 支援事業の事前公募は認められますか？
全国協会に採択されてから、各都道府県協会で実施する支援事業を公募してくださ

い。

58 公募 単年度毎に支援事業計画や取組内容を変えて申請することは可能ですか？
例えば１年度目は販路開拓に重点を置き、２年度目は人材育成に重点を置くなど、各

都道府県協会の中長期的視点に立脚した事業計画での申請が可能です。

59 公募

『国や国の関係機関から他の補助を受けている事業は対象としない。』と

なっていますが、県からの補助金は都道府県協会の財源と見なされます

か？

補助目的等を精査していただく必要はありますが、都道府県からの補助金を財源とす

ることは可能です。

60 公募

『国や国の関係機関から他の補助を受けている事業は対象としない。』と

なっていますが、国や国の関係機関、自治体から委託金を受けている事業

を対象にすることは可能ですか？

国や国の関係機関、自治体の委託事業は対象とすることができません。

61 公募

本事業の助成対象者は『本事業に係る経費を負担できること』となってい

ますが、公募時期の１月～２月は県の予算時期より遅い上に、採否のリス

クもあり、申請前での県への予算要求が難しいと考えます。ご配慮をお願

いします。

本事業は１/２の負担分が確実に確保されていることが前提です。申請される事業計

画、対象経費が本事業の目的等と合致していれば不採択のリスクはほぼありません

が、申請された事業の助成金総額が本事業の助成事業規模を超えている場合は、助成

額を調整し減額することがあることを理解して申請していただく必要があります。

62 公募
『財源の確保を証明する書類の提出』となっていますが、県予算が議決さ

れる前にどのような書類を提出すれば良いですか？

本事業は１/２の負担分が確実に確保されていることが前提ですので、県からの補助

金等を充てる場合は県議会へ提出された予算資料を提出していただくこととなりま

す。

63 公募
複数年度の事業計画による申請が可能となっていますが、年度ごとに審査

がありますか？年度ごとに助成額の調整が生じる可能性がありますか？

複数年度に亘る事業計画を申請された場合は、申請初年度の選考委員会で審査しま

す。採択された事業計画に必要な助成額は、一括で交付します。採択した事業計画の

進捗管理、次年度以降の１／２の負担金額の確認等は、上記45に記載のとおりで

す。
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項番 項目 質問内容 回答

64 公募
複数年度の事業を申請し採択された場合、次年度以降の申請の取扱はどう

なりますか？

都道府県協会が申請できる事業計画は、毎年度１計画となります（連携事業を除

く。）。複数年度に亘る事業計画を採択された場合は、当該事業計画が終了するまで

は、新たな事業計画で申請することはできません（連携事業に限って一定の条件下で

可能。）。また、A事業とB事業を同一年度に申請することもできません。ただし、

複数年度に亘るＡ事業の事業計画を採択された都道府県協会にあっては、事業実施の

初年度を除きＢ事業を申請できることとします。申請する場合は、Ａ事業の実施期間

中にＢ事業を実施する必要性をＢ事業の助成金交付申請書の事業計画に明記してくだ

さい。

65 公募 一度の公募に対し複数事業の申請は可能ですか？
１都道府県協会で１つの事業計画で申請してください。１つの事業計画の中に複数の

事業を含めることは可能です。

66 公募
A事業は色々な事業を組み合わせて助成対象経費が４００万円を超えていれ

ば対象になりますか？
１協会１事業計画で助成対象経費の総額が４００万円以上であれば対象となります。

67 公募

年２回の公募とありますが、例えば１回目の１月～２月の申請で単年度の

助成事業規模に達した場合には、１０月～１１月の公募は停止でしょう

か？

第１回の公募で今年度の助成事業規模に達すれば第２回の公募は行いません。それは

ホームページで連絡します。

68 公募 減額は、単年度申請、複数年度申請の両方合わせて減額するのですか？

申請額が助成事業規模（全国協会の管理事業費及びＢ事業の助成金申請額を除く。）

を超えた場合は、原則として単年度、複数年度の区別なく申請者の助成金申請額を調

整し減額します。

69 公募
助成対象経費1/2負担分を自主財源とした場合、どの様な根拠資料を想定し

ていますか？

申請時には各協会の理事長が確約する書類、採択時には各協会の理事会で承認された

事業計画、収支予算書を提出していただいています。

70 公募

単年度申請や複数年度申請という各県バラバラの実施期間で事業計画を申

請する中で、複数県協会が申請当初から連携申請書を提出することは難し

い面があると思いますが、如何でしょうか？

連携事業は、一事業を共同で実施する事業であるため、事業期間は同一にする必要が

あります。なお、Ａ事業は、連携事業と単独事業を同時並行して実施できます。

71 公募

例えばフード開拓事業で販路開拓事業と人材育成事業を実施する場合、販

路開拓事業の１/２負担は県の補助金、人材育成事業は自主財源と、財源が

異なっても良いですか？

１事業の中の複数の事業があり、１/２負担金が都道府県の補助金や自己資金の合算

で結構です。事業計画の中で１/２負担金の財源がわかるように記載してください。

72 公募
減額された際変更申請を出すとのことですが、実施期間を短くしたり、実

施内容を縮小しても良いですか？

実施期間を減らしたり、助成対象件数を減らす等、県協会の判断で変更してくださ

い。

73 公募 A事業を毎年度申請する場合にはB事業が申請できないのでしょうか？

同一年度における申請は１回限りとし、Ａ事業とＢ事業の両事業を申請することはで

きません。ただし、都道府県協会を所管する都道府県において複数年度に亘る事業計

画があり、その事業計画に基づいて都道府県協会が単年度ごとにＡ事業の事業計画を

申請する場合には、初年度を除き同一年度にＡ事業とＢ事業の両事業を申請できるこ

ととします。

74 公募
県内の異なる地域課題を取り上げた事業計画を申請することはできます

か？
可能です。

75 公募
複数の県協会が連携した事業計画を申請する場合、同じ地域課題でなくて

も申請することは可能ですか？

連携する都道府県協会ごとの地域課題は同一でなくても構いませんが、それぞれの地

域課題解決に資する連携事業計画とすることが必要です。

76 選考

A事業の審査項目事業効果に『中小企業への経営力向上への効果の大きさ、

地域経済・社会への貢献の大きさ』とありますが、何をもって判断するの

でしょうか？

実施する事業計画で、何を目的に事業を実施するのか、実施した結果どのようになる

ことを目標（想定）としているのかなど、事業を実施した結果得る成果や目標につい

て、申請される都道府県協会ごとに地域の実情に合わせて検討し、現状と目標が比較

検証できるように定量的な取組目標とするなど、本事業の目的に合致した目標設定に

なっているかで判断します。

77 選考

A事業の審査項目事業計画に『都道府県協会が確実に財源を確保すること

（負担金額の確認）』とありますが、負担金額の確認とはどういうことで

しょうか？

本事業は１/２の負担分が確実に確保されていることが前提です。都道府県協会から

提出された財源の確保を証明する書類で確認します。

78 選考
A事業の審査項目の事業内容に「加点対象にする。」とありますが、どのよ

うな措置をとられるのですか？

加点項目の評価が高い都道府県協会にあっては、助成金交付実施要領第４（９）の減

額措置の際に配慮されます。

79 交付決定 採択された通知はいつ頃もらえますか？
申請締切後に開催する選考委員会の選考、その後の採択決定後直ちに通知します。１

月～２月募集については４月１日を目途とします。

80 交付決定 助成金はいつ頃もらえますか？
各都道府県協会から助成金支払請求書を提出していただき、原則として月末締の翌月

２０日払いで助成金を支払ます。

81 交付決定
助成対象経費の実績額が計画から増減した際、助成金の追加、返金はあり

ますか？

助成対象経費の確定額が交付決定額から増加しても追加の助成金はありません。確定

額が減少した場合は、返金していただきます。

82 交付決定
A事業で事業計画実施後、結果的に助成対象経費が４００万円を下回った場

合、助成金は全額返還になりますか？

計画を実施した結果、助成対象経費が下回ったとしても助成額全額の返還は求めませ

んが、未使用部分については返還していただきます。

83 交付決定
複数の都道府県協会が連携して申請する場合、代表する都道府県協会に助成

金は支払われるのですか？

複数の都道府県協会が連携して申請する場合であっても、都道府県協会ごとに助成金

を支払います。

84 計画変更
展示会出展事業の中止など事業内容に変更が生じた際の対応方法は、どの

様にすれば良いですか？

事業内容に変更が生じた場合は計画変更の申請が必要になります。事前にご相談くだ

さい。

85 計画変更
現時点事業が事業実施期間内に終了しない場合、事業の実施期間の延長と

新規事業申請の同時申請を認めて欲しい。

事業実施期間の延長は、原則として１年度に限り認めることとしますが、事前にご相

談ください（延長するA事業の１／２負担分が確保できる場合にのみ適用）。また、

延長年度に新規に申請することを認めることとしています。



Q&A

項番 項目 質問内容 回答

86 計画変更
展示会出展事業の中止などで生じたキャンセル料は、助成対象となる経費

として認められますか？

止むを得ずキャンセル料が発生した場合は、理由を明確に記載した領収書及び経理証

憑書類を提出してください。

87 実績報告

実施期間が年度末に掛かる事業計画において、企業等への支払いは３月３

１日までに終えてその帳票を各協会で検査した上で、精算書等は４月１５

日までに提出すれば良いですか？

本事業の最終年度（令和１０年度）以外はその通りです。

88 実績報告
本事業の実施期間は令和１１年2月２８日までとなっていますが、経理の精

算もこの時点で行われるのですか？

最終年度は事業を令和１１年２月２８日までに終了し、３月１２日までに実績報告書

及び支出明細書と経理証憑書類を提出してください。なお、最終年度以外は、事業終

了後２０日後まで、または翌年度の４月１５日までに実績報告書及び支出明細書と経

理証憑書類を提出してください。

89 成果
助成事業の『成果』については、どこまで求められるのでしょうか？ま

た、その成果の確認はどのように行われるのでしょうか？

設定された成果目標が達成されているかを確認します。なお、採択された事業計画を

ホームページで公表するとともに、事業完了後、本事業の成果・評価等を報告書に取

りまとめた成果報告書を提出していただき、ホームページにて公表します。従って、

計画と成果を比較検証できるようにすることが求められます。

90 成果

「支援先の中小企業には、無形資産可視化ツールを活用した事業成果の評

価をするよう努めること。」とありますが、具体的にはどのようなことを

求めていますか？

無形資産可視化ツールでは、中小企業が目指したい将来の目標（売上増など）を達成

するために必要なリソースの洗い直しを整理することができ、そのリソースの洗い直

しに、支援をどのように活用するか明らかにすることができるツールになっていま

す。加えて、各リソースの洗い直しの目標を設定することでPDCAを回すことも可能

です。支援後にPDCAを回した無形資産可視化ツールを確認することで、個別の支援

先の支援成果を確認評価できます。

91 その他 会計検査院の対象事業となりますか？
会計検査の対象事業です。会計検査院の検査対象は中小機構ですが、確認として全国

協会に、さらに先の確認として都道府県協会に立入る場合もあります。


